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 はじ めに 

 

１  計画の目的 

  村内の既存建築物の耐震性能を 確保する ため、 耐震診断と 耐震改修を 促進する こ と によ

り 、 既存建築物の耐震性能の向上を 図り 、 今後予想さ れる 地震災害に対し て村民の生命、

財産を 守る こ と を 目的と し 、 令和８ 年４ 月に朝日村耐震改修促進計画（ 第Ⅳ期）（ 以下「 本

計画」 と いう 。） を 策定し ま し た。  

   

 ２  本計画の位置づけと 他の村計画と の関係 

   本計画は、 建築物の耐震改修の促進に関する 法律（ 平成７ 年法律第1 2 3 号。 以下「 法」

と いう 。） に基づき 村の耐震化促進計画と し て策定する も のです。  

また、 朝日村における 他の計画と の整合を 図り 、 建築物の耐震化を 促進する ために必要

な事項に関し 、 よ り 具体的に定める こ と と し ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は じ  め に 

( 1) 「 朝日村第６ 次総合計画」  

「 人・ 自然・ 産業が輝き 、 夢・ 希望・ 笑顔あふれる 朝日村」 を めざ す村の1 0 か

年計画「 朝日村第６ 次総合計画（ 計画期間： 令和２ 年度～令和1 1 年度）」 では、「 安

心し て暮ら せる 基盤整備」 を 政策の一つに位置付け、 防災の取組みを 進めていま

す。  

 

( 2) 「 朝日村地域防災計画」  

朝日村地域防災計画の震災対策編において 、 第２ 章 災害予防計画 第１ 節 

地震に強いむら づく り の中で 、 建築物等の耐震化について定めら れています。  

具体的には、  

ア 不特定多数の者が利用する 建築物並びに学校及び行政関連施設等の応急対

策上重要な建築物、 要配慮者利用施設等について、 耐震性の確保に特に配慮

する 。  

 特に、 防災拠点と な る 公共施設等の耐震化について、 数値目標を 設定する

等、 計画的かつ効果的な実施に努める 。  

イ  住宅等の建築物の耐震性の確保を 促進する ため、 基準の遵守の指導等に努

める 。  

ウ 既存建築物の耐震診断・ 耐震補強等を 促進する 対策を 積極的に実施する 。  

エ 建築物における 天井材等の非構造部材の脱落防止対策、 ブ ロ ッ ク 塀及び家

具の転倒防止対策、 エレ ベータ ーにおける 閉じ 込め防止等を 図る 。  
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国 県 朝日村 

   

 

 

３  計画期間 

   本計画の計画期間は、 令和８ 年度から 1 2 年度までの5 年間と し 、 目標値の設定や住宅・

建築物の耐震化へ向けた取組みを 行います。  

オ 災害時の拠点と な る 庁舎、 指定避難所等について 、 非構造部材を 含む耐震

対策等によ り 、発災時に必要と 考えら れる 高い安全性を 確保する よ う 努める 。 

カ  指定避難所等に老朽化の兆候が認めら れる 場合には、 優先順位を つけて計

画的に安全確保対策を 進める 。  

  こ と と さ れています。  

 

( 3) 「 朝日村国土強靭化計画」  

令和７ 年３ 月に策定さ れた「 朝日村国土強靭化計画（ 計画期間： 令和７ 年度～

令和1 1 年度）」 において、 基本目標の１ つで ある 「 人命の保護が最大限図ら れる

こ と 」 の具体的な取組みと し て、「 第４ 章 脆弱性の評価と 対応方策」 の中で、 住

宅・ 建築物の耐震化を 着実に進める こ と と し ています。  

（図－１）朝日村耐震改修促進計画の位置づけ 

長野県地震防災対策 
強化アク ショ ン プラ ン  

南海ト ラ フ 地震 

防災対策推進基本計画 

耐震改修促進法 

基本方針 

長野県総合５ か年計画 

長野県地域防災計画 

長野県住生活基本計画 

⻑ 野県耐震改修促進計画 

（ 第Ⅳ期）  

長野県強靱化計画 国土強靱化基本計画 朝日村国土強靱化計画 

朝日村耐震改修促進計画 

（ 第Ⅳ期）  

朝日村第６ 次総合計画 

能登半島

地震を

受け策定

朝日村地域防災計画 
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４  耐震化の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 1)  地震は、 いつ・ どこ でおき ても 不思議でない状況 

平成1 6 年1 0 月の新潟県中越地震、 平成1 7 年３ 月には大地震発生の可能性が低

いと 言われていた福岡県で も 福岡県西方沖を 震源と する 地震、 平成2 0 年6 月の岩

手・ 宮城内陸地震など 大地震が頻発し ており 、 特に平成2 3 年３ 月に発生し た東日

本大震災は、 こ れま での想定を はる かに超える 巨大な地震・ 津波によ り 、 一度の災

害で戦後最大の人命が失われる など、 甚大な被害を も たら し まし た。  

また、 平成2 8 年4 月の熊本地震では、 同一地域において約2 8 時間の間に震度７

の地震が２ 度発生し 、 令和６ 年１ 月の能登半島地震において は、 耐震化率が低い地

域で多く の住宅が倒壊する などの被害が生じ まし た。  

 

大地震はいつ・ ど こ で発生し ても おかし く ない状況と なっ ており 、 南海ト ラ フ 地

震、 首都直下地震等については、 発生の切迫性が指摘さ れ、 ひと たび地震が発生す

る と 被害は甚大なも のになる と 想定さ れています。 特に、 南海ト ラ フ の海溝型巨大

地震については、 東日本大震災を 上回る 被害が想定さ れています。  
 

長野県内においても 、 平成2 3 年３ 月に長野県北部の地震が、 同年６ 月には長野

県中部の地震が発生し 、 さ ら に、 平成2 6 年1 1 月には県の北部を 震源と し た長野県

神城断層地震が発生する など 、 大地震が発生し ています。  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

( 2)  阪神・ 淡路大震災における 死因の約９ 割は建物の倒壊によ る も の 

平成７ 年１ 月の阪神・ 淡路大震災では、6 ,4 3 4 人と いう 多数の方の尊い人命が奪

われま し たが、こ のう ち 地震によ る 直接的な死者数は5 ,5 0 2 人であり 、さ ら にこ の

約９ 割の4 ,8 3 1 人が住宅や建築物の倒壊によ る も のでし た。  
 

( 3)  地震によ る 人的・ 経済的被害を 軽減する ために 

建築物の耐震改修については、中央防災会議において決定さ れた建築物の耐震化

緊急対策方針（ 平成1 7 年９ 月） において 、 全国的に取り 組むべき 「 社会全体の国

家的な 緊急の課題」 である と と も に、 南海ト ラ フ 地震防災対策推進基本計画（ 令和

７ 年７ 月中央防災会議決定） において、 1 0 年後に死者数を 概ね8 割、 建築物の全壊

焼失棟数を 概ね5 割、 被害想定から 減少さ せる と いう 目標達成のため、 重点的に取

り 組むべき も のと し て位置づけら れて いま す。  

（ H 2 3 .3 ）  

長野県北部の地震 

（ H 2 3 .6 ）  

長野県中部の地震 

（ H 2 6 .1 1 ）  

長野県神城断層地震 
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( 4)  耐震改修促進法等の改正について 

ア 平成1 8 年１ 月2 6 日施行 

地震防災推進会議の提言を 踏まえ、国において法の改正が行われま し た。こ の改

正によ り 、  

(ｱ) 計画的な耐震化を 推進する ため、 国は基本方針を 作成し 、 地方公共団体は

耐震改修促進計画を 作成 

(ｲ) 建築物に関する 指導等の強化と し て、  

 ａ  道路を 閉塞さ せる おそれのある 建築物の指導・ 助言を 実施 

 ｂ  地方公共団体によ る 指示等の対象に学校、 老人ホーム等を 追加 

 ｃ  地方公共団体の指示に従わない特定建築物を 公表 

 ｄ  倒壊の危険性の高い特定建築物については建築基準法によ り 改修を 命令等

が追加さ れまし た。  

 

イ  平成2 5 年1 1 月2 5 日施行 

住宅及び多数の者が利用する 建築物の耐震化率を 平成2 7 年ま でに9 割にする 目

標（「 地震防災戦略」（ 中央防災会議決定（ H 1 7 ））） の達成には、 耐震化を 一層促

進する こ と が必要である こ と 並びに南海ト ラ フ の巨大地震や首都直下地震の被害

想定で、 こ れら の地震が最大ク ラ スの規模で発生し た場合、 東日本大震災を 超え

る 甚大な人的・ 物的被害が発生する こ と がほぼ確実視さ れる こ と から 、 国におい

て法の改正が行われま し た。  

こ の改正によ り 、  

(ｱ) 病院、 店舗、 旅館等の不特定多数の者が利用する 建築物及び学校、 老人ホ

ーム等の避難弱者が利用する 建築物のう ち 大規模なも の等の平成2 7 年末まで

の耐震診断の義務化・ 耐震診断の結果の公表 

(ｲ) 地方公共団体が指定する 緊急輸送道路等の避難路沿道建築物や都道府県が

指定する 庁舎、避難所等の防災拠点建築物の地方公共団体が指定する 期限ま で

の耐震診断の義務化・ 耐震診断の結果の公表 

   など の建築物の耐震化の促進のための規制が強化さ れま し た。  

 

ウ 平成3 1 年１ 月１ 日施行 

大阪府北部を 震源と する 地震等における ブ ロ ッ ク 塀等の倒壊被害を 踏ま え、 ブ

ロ ッ ク 塀等の倒壊によ る 通行障害の防止のため、 法施行令第４ 条の通行障害建築

物に、 建物に附属する 組積造の塀が追加さ れる 改正が行われまし た。  
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( 1)  住 宅 

( 2)  特定既存耐震不適格建築物 

ア 多数の者が利用する 一定規模以上の建築物（ 別表１ 参照、 以下「 多数の者が利

用する 建築物」 と いう 。）  

イ  危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する 一定数量以上の危険物を 扱う 建築

物 

ウ 地震によ っ て 倒壊し た場合その敷地に接する 道路の通行を 妨げ、多数の者の円

滑な避難を 困難にする おそれのある も のと し て本計画又は市町村耐震改修促進

計画に記載さ れた道路に敷地が接する 建築物（ 以下「 緊急輸送道路等沿道建築物」

と いう 。）  

( 3)  要安全確認計画記載建築物 

( 4)  要緊急安全確認大規模建築物 

特定既存耐震不適格建築物のう ち 、 以下に掲げる 建築物で大規模なも の 

（ 別表２ 参照）  

ア 不特定かつ多数の者が利用する 建築物 

  イ  避難確保上特に配慮を 要する 者が利用する 建築物 

ウ 一定数量以上の危険物を 扱う 建築物 

( 5)  公共建築物 

公共建築物は平常時の安全確保だけでなく 、地震災害時の拠点と なる 施設や多数

の者が利用する 建築物が多いこ と から 、計画的かつ重点的な耐震化の促進に積極的

に取り 組みます。  

なお、 本計画では県及び市町村の建築物を 対象と し ています。  

 

５  本計画の対象と する 建築物 

   本計画では、 特に耐震化を 図る べき 建築物と し て、 以下の建築物を 対象と し ていま す。  

こ れは、 法や法第４ 条第１ 項の規定によ り 国土交通大臣が定めた「 建築物の耐震診断及

び耐震改修の促進を 図る ための基本的な方針」（ 国土交通省告示第1 8 4 号。 以下「 基本方

針」 と いう 。） においても 、 耐震化を 図る こ と が重要な建築物と さ れていま す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、 本計画においては、 上記(1 )、 (2 )ア、 (4 )及び(5 )の建築物に対する 目標を 設定す

る こ と と し 、 上記(2 )のイ 及びウ、 並びに(3 )に関し ては、 今後の調査結果に基づき 耐震化

に向けた適切な対応を 図る こ と と し ま す。  
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第１  建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する 目標 

 

１  想定さ れる 地震の規模、 想定さ れる 被害の状況 

   平成2 7 年3 月に公表し た「 第3 次長野県地震被害想定調査報告書」 において、 長野県及

びその周辺における 過去の被害地震や活断層の分布状況並びに県内各地域の地震被害の

分布状況を 勘案し て 、発生の想定さ れる 地震が報告さ れて いま す（ 表１ －１ 、図１ －１ ） 。  

ま た、 地震調査研究推進本部（ ※１ ） によ る と 、 県内において想定さ れる 地震発生の確

率は、 糸魚川－静岡構造線で 発生する 地震は、 3 0 年以内の地震発生確率は、 も っ と も 高

い区間で3 0 ％と 予想さ れており 、 東海地震にあっ ては、 いつ起き て も おかし く ない状況

にある と さ れて いま す（ 表１ －２ ） 。  

  （表１－１）想定地震等の概要   

種
類 地震名 参考モデル 

長さ L 

(km ) 

マグニチュ ード  
備考 

M j M w  

内
陸
型
・
活
断
層
型
・
地
震 

長野盆地西縁断層帯の地震 地震調査委員会(2 0 0 9 ) 5 8  7 .8  7 .1  ４ ケース 

糸魚川－静岡構造線断層帯

の地震 

全体 

文部科学省研究開発局 

ほか(2 0 1 0 ) 

1 5 0  8 .5  7 .6 4  

構 造 探 査

ベ ー ス モ

デル 

北側 8 4  8 .0  7 .1 4  

南側 6 6  7 .9  7 .2 3  

伊那谷断層帯（ 主部） の地震 地震調査委員会(2 0 0 9 ) 7 9  8 .0  7 .3  ４ ケース 

阿寺断層帯（ 主部南部） の地震 地震調査委員会(2 0 0 9 ) 6 0  7 .8  7 .2  ２ ケース 

木曽山脈西縁断層帯（ 主部北部） の地震 地震調査委員会(2 0 0 9 ) 4 0  7 .5  6 .9  ２ ケース 

境峠・ 神谷断層帯（ 主部） の地震 地震調査委員会(2 0 0 9 ) 4 7  7 .6  7 .0  ４ ケース 

海
溝
型
地
震 

想定東海地震 中央防災会議(2 0 0 1 ) － 8 .0  8 .0  １ ケース 

南海ト ラ フ 巨大地震 基本ケース 内閣府(2 0 1 2 ) － 9 .0  9 .0  １ ケース 

南海ト ラ フ 巨大地震 陸側ケース 内閣府(2 0 1 2 ) － 9 .0  9 .0  １ ケース 

（ 注） 気象庁マ グニ チュ ード （ M j） と モ ーメ ン ト マグニチュ ード （ M w ） について  

        断層によ る 内陸の地震は、 断層の長さ （ 推定） から 気象庁マ グニチュ ード （ M j） を 算出し ている 。 その後、 その断 

       層の長さ を 用いて震源（ 波源） 断層モ デルを 作成し 、 モーメ ン ト マ グニチュ ード （ M w ） を 求めて いる 。 プ レ ート 境 

界の海溝型地震は、 震源（ 波源） 断層の位置・ 大き さ を 設定し 、 モ ーメ ン ト マ グニ チュ ード （ M w ） を 求めている 。  

M 4 ～M 8 の海溝型地震で はM w =M jである こ と から 、 こ れを 外挿し てM jを 求めている 。  

 

※１  地震調査研究推進本部は、地震防災対策特別措置法に基づき 文部科学省に設置さ れた政府の特別の機関。 

本部長（ 文部科学大臣） と 本部員（ 関係府省の事務次官等） から 構成さ れ、 その下に関係機関の職員及び 

学識経験者から 構成さ れる 政策委員会と 地震調査委員会が設置さ れています。  
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（図１－１）長野県の活断層の分布と被害地震の分布（出典：第 3 次長野県地震被害想定調査報告書） 

 

■ 長野県に被害を も たら し た歴史地震 

 

「 活断層詳細デジタ ルマッ プ 」 の活断層 

（ 中田・ 今泉、 2 0 0 2 ）  

● 
1 9 4 0 年代以降、 長野県内で震度５ 以上を 記録し た 

地震 

 

地震調査研究推進本部の長期評価における  

主要活断層帯の地表位置 
     

「 新編日本の活断層」 の活断層（ 活断層研究会、

1 9 9 1 ）  

 

長野県（ 2 0 0 2 ） の対象地震（ 活断層帯）  

□： 小断層  ■： 強震動生成域（ SM G A ） の位置 

（図１－２）想定東海地震の断層モデル 

中央防災会議(2001) 

（図１－３）南海トラフの巨大地震の断層モデル  

内閣府(2012)（上図：基本ケース、下図：陸側ケース） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-1   

 

 

十日町断層帯  

長野盆地西縁断層帯  
（ 信濃川断層帯）  

境峠・ 神谷断層帯主部  

糸魚川-静岡構造線 
断層帯（ 北部１ ）  

霧訪山-奈良井断層帯  
（ 副断層）  

糸魚川-静岡構造線 
断層帯（ 北部 ２ ）  

糸魚川-静岡構造線 
断層帯（ 中部１ ）  

糸魚川-静岡構造線 
断層帯（ 中部 ２ ）  

糸魚川-静岡構造線 
断層帯（ 南部）   

木曽山脈西縁断層帯 主部 

阿寺断層帯主部 

伊那谷断層帯 （ 主部）  

2011 年・ 長野県北部の地震  

2004 年・ 新潟県中越地震   

1847 年・ 善光寺地震   

1965- 67 年・ 松代群発地震  

1984 年・ 長野県西部地震   

2011 年・ 長野県 中部の地震   

境峠・ 神谷断層帯  

伊那谷断層帯 （ 南東部）  

糸魚川 -静岡構造線  

伊那谷 断層帯 

清内路峠断層帯 
（ 副断層）  

木曽山脈西縁断層帯  

2014 年・ 長野県神城断層地震
 

北側  

南側  
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（表１－２） 発生が予想される地震に係る見解等     

種
類 想定地震名 国等の見解・ 公表 計測震度等の予測※3  

内
陸
型
・
活
断
層
型
・
地
震 

長野盆地西縁断層帯の 

地震 

3 0 年以内の地震発生確率は 

ほぼ 0 ％ 

（ 地震調査研究推進本部※2 ）  

長野地域や北信地域西部を 中心に震度 6

強以上の揺れが生じ 、 地盤の液状化現象や

土砂災害が多数発生する 。  

糸魚川－静岡構造線断層帯の 

地震 

3 0 年以内の地震発生確率は 

ほぼ 0 ～3 0 ％ 

（ 地震調査研究推進本部※2 ）  

（ 全体） 長野地域西部や大北地域、 上小地

域、 松本地域東部、 諏訪地域、 上伊那地域

東部を 中心に広い範囲で震度 6 強以上の

揺れが生じ 、 地盤の液状化現象や土砂災害

が多数発生する 。  

（ 北側） 長野地域西部や大北地域、 上小地

域、松本地域東部を 中心に震度 6 強以上の

揺れが生じ 、 地盤の液状化現象や土砂災害

が多数発生する 。  

（ 南側） 諏訪地域、 上伊那地域東部を 中心

に震度 6 強以上の揺れが生じ 、 地盤の液状

化現象や土砂災害が多数発生する 。  

伊那谷断層帯（ 主部） の 

地震 

3 0 年以内の地震発生確率は 

ほぼ 0 ％ 

（ 地震調査研究推進本部※2 ）  

上伊那地域西部や飯伊地域西部を 中心

に震度 6 強以上の揺れが生じ 、地盤の液状

化現象や土砂災害が多数発生する 。  

阿寺断層帯（ 主部南部） の 

地震 

3 0 年以内の地震発生確率は 

ほぼ 0 ％ 

（ 地震調査研究推進本部※2 ）  

木曽地域と 岐阜県と の境界を 中心に震

度 6 弱以上の揺れが生じ 、被害は木曽地域

南部を 中心に発生する 。  

木曽山脈西縁断層帯 

（ 主部北部） の地震 

3 0 年以内の地震発生確率は 

ほぼ 0 ％ 

（ 地震調査研究推進本部※2 ）  

上伊那地域西部や木曽地域東部を 中心

に震度 6 強以上の揺れが生じ 、地盤の液状

化現象や土砂災害が発生する 。  

境峠・ 神谷断層帯（ 主部） の 

地震 

3 0 年以内の地震発生確率は 

0 .0 2 ％～1 3 ％ 

（ 地震調査研究推進本部※2 ）  

木曽地域北部や上伊那地域西部、 松本地

域南部を 中心に震度 6 強以上の揺れが生

じ 、 地盤の液状化現象や土砂災害が発生す

る 。  

海
溝
型
地
震 

想定東海地震 

東南海地震(1 9 4 4 )で歪みが開放

さ れず、 安政東海地震(1 8 5 4 )から

約1 5 0 年間大地震が発生し て いな

いため、相当な歪みが蓄積さ れてい

る こ と から 、いつ大地震がおき ても

おかし く ない。  

（ 中央防災会議）  

飯伊地域東部や伊那谷を 中心に震度 5

強以上の揺れが生じ 、 地盤の液状化現象や

土砂災害が少し 発生し 、 建物被害、 人的被

害、 停電や断水等のラ イ フ ラ イ ン 被害が発

生する 。  

南海ト ラ フ 巨大地震  

3 0 年以内の地震発生確率は 

2 0 ～5 0 ％ 

（ BPT モデル）  

6 0 ～9 0 ％ 

（ すべり 量依存 BPT モデル）  

（ 地震調査研究推進本部※2 ）  

（ 基本ケース） 飯伊地域から 上伊那地域に

かけての伊那谷や諏訪地域の一部で震度 5

強以上の揺れが生じ 、 地盤の液状化現象や

土砂災害が少し 発生し 、 建物被害、 人的被

害、 停電や断水等のラ イ フ ラ イ ン 被害が発

生する 。  

（ 陸側ケース） 飯伊地域、 上伊那地域、 諏

訪盆地で震度 6 弱以上の揺れが生じ 、地盤

の液状化現象や土砂災害が発生し 、 建物被

害、 人的被害、 停電や断水等のラ イ フ ラ イ

ン 被害が発生する 。  

※2  Ｒ 7 .1 0 地震調査研究推進本部によ る 。  

※3  H 2 7 .3 第 3 次長野県地震被害想定調査によ る 。  

※4  想定地震は地震防災対策を 検討するために設定さ れた地震であり 、 地震を 予知し たも のではなく 、 また、 

近い将来こ れら の地域で想定ど おり の地震が発生する こ と を 必ずし も 意味する も のではあり ません。  
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（図１－５）糸魚川－静岡構造線断層帯 

の地震の地表震度分布（全体：Mj8.5） 

（図１－６）糸魚川－静岡構造線断層帯 

の地震の地表震度分布（北側：Mj8.0） 

（図１－７）糸魚川－静岡構造線断層帯 

の地震の地表震度分布（南側：Mj7.9） 

ケース ３  
SM G A： 南側が大 

破壊開始点： 南側 

（図１－４）長野盆地西縁断層帯 

の地震（Mj7.8）の地表震度分布 

    

ま た、 想定地震毎の計測震度（ 地表面） を 図に示すと 図１ －４ から 図１ －1 3 のと おり と なり ます。  

(1 ) 内陸型（ 活断層型） 地震の地表震度分布（ ※５ ）  

※５  建築物被害が最大のケースを 示す。  
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（図１－９）阿寺断層帯（主部南部） 

の地震（Mj7.8）の地表震度分布 

（図１－１０）木曽山脈西縁断層帯 

（主部北部）の地震（Mj7.5）の地表震度分布 

（図１－１１）境峠・神谷断層帯 

 （主部）の地震（Mj7.6）の地表震度分布 

（図１－８）伊那谷断層帯（主部） 

の地震（Mj8.0）の地表震度分布 

ケース３  
破壊開始点：  

北側から ２ 番目 

の SM G A  

ケース １  
破壊開始点：  

最も 南東側の SM G A  

ケース １  
破壊開始点：  

南西側の SM G A  

ケース １  
SM G A： 南東側が大 

破壊開始点： 南東側 
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（図１－１３）経験的手法（距離減衰式） 

による南海トラフの巨大地震の地表震度分布 

（図１－１２）経験的手法（距離減衰式） 

による想定東海地震の地表震度分布 

 

(2 ) 海溝型地震における 地表震度分布※６  

※６  経験的手法のみを 掲載 
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「 第 3 次長野県地震被害想定調査報告書」 では、 県内の主要な活断層等を も と に、 発生

の可能性のある 大規模地震と し て ６ つの内陸型地震と 東海地震及び南海ト ラ フ 地震を 想

定し 、 人的・ 物的な被害を 表１ －３ 及び表１ －４ のと おり 予想し ています。  

また、 想定し た地震以外にも 県内に被害を 引き 起こ す地震が、 本県やその周辺において

発生する 可能性があり ます。  

 

（表１－３）被害想定（建物被害）                                            （単位：棟） 

種
類 地震名 地震ケース等 

建築物被害 

全壊・ 焼失 半壊 

内
陸
型
・
活
断
層
型
・
地
震 

長野盆地西縁断層帯の地震 ケース 3  冬 1 8 時 強風時 4 0 ,9 6 0   4 7 ,3 7 0   

糸魚川－静岡構造線断層帯 

の地震 

 全体 － 冬 1 8 時 強風時 9 7 ,9 4 0   1 0 3 ,4 5 0   

北側 － 冬 1 8 時 強風時 1 1 ,7 7 0   2 4 ,3 9 0   

南側 － 冬 1 8 時 強風時 3 1 ,1 8 0   3 3 ,0 5 0   

伊那谷断層帯（ 主部） の地震 ケース 3  冬 1 8 時 強風時 1 7 ,5 4 0   4 2 ,6 0 0   

阿寺断層帯（ 主部南部） の地震 ケース１  冬 1 8 時 強風時 1 4 0   7 0 0   

木曽山脈西縁断層帯（ 主部北部） の地震 ケース１  冬 1 8 時 強風時 2 ,7 0 0   1 3 ,0 8 0   

境峠・ 神谷断層帯（ 主部） の地震 ケース１  冬 1 8 時 強風時 2 ,0 5 0   8 ,4 6 0   

海
溝
型
地
震 

想定東海地震 － 冬 1 8 時 強風時 6 0   3 6 0   

南海ト ラ フ 巨大地震 基本ケース 

（ 東海地方が大き く 被災する ケース ）  
－ － － 7 0 0   4 ,5 0 0   

南海ト ラ フ 巨大地震 陸側ケース 
（ 東海地方が大き く 被災する ケース ）  

－ － － 3 ,1 0 0   2 3 ,0 0 0   

※ 建物被害が最大と なる ケースを 示す。  

※ 南海ト ラ フ 巨大地震は、 南海ト ラ フ 巨大地震 最大ク ラ ス地震における 被害想定について 

（ 令和７ 年３ 月） よ り 抜粋（ 以下同じ ）。  
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（表１－４）被害想定（人的被害）                                             （単位：人） 

種
類 地震名 死者数 負傷者数 

負傷者のう ち

重傷者数 
避難者数 

内
陸
型
・
活
断
層
型
・
地
震 

長野盆地西縁断層帯の地震 
2 ,2 5 0    

（ 2 ,1 1 0 ）  

1 4 ,3 7 0  

（ 1 3 ,7 9 0 ）  

7 ,4 1 0  

（ 7 ,2 3 0 ）  
8 3 ,8 8 0   

糸魚川－静岡構造線断層帯 

の地震 

全体 
5 ,6 0 0    

（ 5 ,3 1 0 ）  

3 4 ,2 1 0  

（ 3 3 ,0 8 0 ）  

1 7 ,2 9 0  

（ 1 6 ,9 2 0 ）  
1 8 3 ,7 7 0   

北側 
7 1 0  

（ 6 5 ０ ）  

5 ,2 7 0  

（ 5 ,1 6 0 ）  

2 ,7 8 0  

（ 2 ,7 3 0 ）  
3 2 ,5 4 0   

南側 
1 ,9 5 0  

（ 1 ,8 7 0 ）  

1 1 ,6 1 0  

（ 1 1 ,3 1 0 ）  

5 ,7 0 0  

（ 5 ,6 0 0 ）  
5 6 ,0 3 0   

伊那谷断層帯（ 主部） の地震 
1 ,2 7 0  

（ 1 ,2 0 0 ）  

9 ,8 3 0  

（ 9 ,6 5 0 ）  

5 ,0 6 0  

（ 4 ,9 9 0 ）  
5 1 ,9 1 0   

阿寺断層帯（ 主部南部） の地震 
1 0  

（ 1 0 ）  

2 3 0  

（ 2 2 0 ）  

8 0  

（ 8 0 ）  
9 ６ 0   

木曽山脈西縁断層帯（ 主部北部） の地震 
2 7 0  

（ 2 5 0 ）  

2 ,7 1 0  

（ 2 ,6 6 0 ）  

1 ,3 3 0  

（ 1 ,3 1 0 ）  
1 6 ,3 6 0   

境峠・ 神谷断層帯（ 主部） の地震 
1 6 0  

（ 1 4 0 ）  

1 ,5 8 0  

（ 1 ,5 4 0 ）  

7 7 0  

（ 7 6 0 ）  
1 4 ,2 6 0   

海
溝
型
地
震 

想定東海地震 
1 0  

（ 1 0 ）  

2 8 0  

（ 2 8 0 ）  

5 0  

（ 5 0 ）  
1 ,2 9 0   

南海ト ラ フ 巨大地震 基本ケース 
（ 東海地方が大き く 被災する ケース ）  

—  

（ －）  

1 ,4 0 0  

（ 1 ,4 0 0 ）  
 —  5 ,5 0 0   

南海ト ラ フ 巨大地震 陸側ケース 
（ 東海地方が大き く 被災する ケース ）  

8 0  

（ 7 0 ）  

6 ,3 0 0  

（ 6 ,2 0 0 ）  
—  2 5 ,0 0 0   

※ 建物被害が最大と なる ケースを 示す。  

※ 観光客を 考慮し た場合。  

※ （  ） 内は建物倒壊によ る死者数等。  
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第１  建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する 目標 

 

２  耐震化の現状  

( 1)   建築基準法における 構造基準の改正 

    昭和5 3 年の宮城県沖地震等の被害状況を 受け、 昭和5 6 年に建築基準法の耐震関係規

定が見直さ れま し た（ 昭和5 6 年６ 月１ 日施行、 新耐震基準）。 その後、 発生し た阪神・

淡路大震災において、 昭和5 6 年以前に建築さ れたも の（ 旧基準によ る ） について 被害が

大き かっ たこ と がわかっ ています（ 昭和5 7 年以降の建築物では、 大破及び中・ 小破の被

害があっ たも のが全体の約1 /4 であっ たのに対し 、昭和5 6 年以前に建築し たも のでは約

2 /3 に達し ています。）。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 ( 2)  住宅 

   ア 建築時期別の住宅の状況等 

    令和８ 年の「 課税台帳」 によ る と 、 村内の住宅総数は、 1 ,6 3 1 戸で あり 、 昭和5 5

年以前に建築さ れた住宅は、 4 4 1 戸で全体の2 7 .0 ％を 占めていま す（ 表１ －５ ）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※昭和5 6 年に建築基準法の耐震関係規定が見直さ れた（ 新耐震基準） ため、 昭和5 6 年以前と 昭和5 7 年以降 

で分ける こ と が必要ですが、 根拠と し ている 住宅・ 土地統計調査が５ 年ごと に実施さ れており 、 昭和5 5 年と  

昭和5 6 年で分かれている ため、 住宅にあっ ては便宜上こ の区分を 採用し ています。（ 以下同じ ）  

 
 

住 宅 総 数 
R8  

1 ,6 3 1  

う ち 昭和5 5 年 

以前建築 

4 4 1  

（ 2 7 .0 % ）  

う ち 昭和5 6 年 

以降建築 

1 ,1 9 0  

（ 7 3 .0 % ）  

（表１－５）建築時期別住宅戸数 

（ 出典： 平成７ 年阪神・ 淡路大震災建築震災調査委員会の中間報告）  

軽微・無被害

軽微・無被害

中・小破

中・小破

大破以上

大破以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和５７年以降

（新耐震）

昭和５６年以前

《阪神・淡路大震災における建築時期による被害状況》

（単位：戸） 
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第１  建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する 目標 

 

  村では既存木造住宅等の耐震化を 推進する ため、 平成1 8 年度から 、 住宅・ 建築物耐

震改修促進事業実施し てき ま し た。 診断を 実施し た住宅は5 7 戸で、 そのう ち 6 戸（ 約

1 1 ％） で耐震補強を 行っ ています（ 表１ －６ ）。  

 

 

イ  住宅の耐震化の現状 

新耐震基準で建築さ れた昭和5 6 年以降の住宅数に、 旧耐震基準である 昭和5 5 年以 

前に建築さ れた住宅のう ち 既に耐震改修を 行い耐震性を 有し て いる も のを 加え る と

1 ,1 9 6 戸と なり 、 村内における 住宅の耐震化率は、 現状（ 令和８ 年時点） で 約7 3 ％

と 推計さ れます（ 表1 －７ ） 。  

 

 

 

( 3)  特定既存耐震不適格建築物 

ア 多数の者が利用する 建築物の耐震化の現状 

 村内に、 多数の者が利用する 建築物は8 棟あり ま す。 こ のう ち 、 耐震改修を 実施し

た１ 棟、 昭和5 7 年以降に建築さ れた７ 棟を 加えた、 ８ 棟が耐震性を 有する と 考えら

れます。 従っ て、 多数の者が利用する 建築物の耐震化率は現状（ 令和7 年）で約1 0 0 ％

と 推計さ れま す（ 表１ －7 、 １ －８ ） 。  

 

耐震診断 H 1 8 ～H 3 0  R1  R2  R3  R4  R5  R6  R7  合計 

 住  宅 4 2  0  0  0  1  3  9  2  5 7  

 避難施設 4  0  0  0  0  6  7  0  1 7  

耐震改修 5  0  0  0  0  0  0  1  6  

住宅総数（ a ）  1 ,6 3 1  

 

耐震性を 満たすも の（ b =d +f+g ）  1 ,1 9 6  

耐震化率（ c=b /a ）  7 3 .3 %  

昭和5 6 年以降に建てら れたも の（ d ）  1 ,1 9 0  

昭和5 5 年以前に建てら れたも の（ e）  4 4 1  

 

 

既に耐震性を 有する も の又は 

有し ている と 推測さ れる も の（ f）  
0  

耐震改修を 実施し たこ と によ り  

耐震性を 有し ている も の（ g ）  
6  

 
耐震性がないも の又はないと  

推測さ れる も の（ h ）  
4 3 5  

（表 1－６）耐震診断・改修の実績                                        （単位：戸） 

（表 1－７）住宅における耐震化率の現状       （単位：戸） 

（出典：固定資産台帳から推計） 



 

 - 16 -
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（表１－８）多数の者が利用する建築物の耐震化の現状（詳細）                      （単位：棟） 

多数の者が利用する  

建築物の区分 

Ⅰ災害応急

対策を 実施

する 拠点と

なる 建築物 

Ⅱ災害時に

避難施設 

と なる  

建築物 

Ⅲ災害時に

負傷者等の

対応を 行う

拠点と なる

建築物 

Ⅳ被災時 

要援護者が 

利用する  

建築物 

Ⅴその他 

の建築物 
合 計 

具体的な用途 

事務所（ 庁

舎等） 、 保

健所等公益

的な施設 

学校（ 幼稚

園 を 除

く ） 、  

体育館 

病院、  

診療所 

幼稚園、  

保育園、  
老 人 ホ ー

ム 、 そ の他

の社会福祉

施設 

ホテル、  

旅館、 工場

共同住宅

（ 賃貸） 等 

 

令和７ 年における 棟総数

（ a ）  
3  3  0  2  0  8  

 

 

耐震性を 満たすも の 

（ b =d +f）  
3  3  0  2  0  8  

耐震化率（ c=b /a ）  1 0 0 %  1 0 0 %  0  1 0 0 %  0  1 0 0 ％ 

昭和5 7 年以降に建築 

さ れた棟数（ d ）  
2  3  0  2  0  7  

昭和5 6 年以前に建築 

さ れた棟数（ e）  
1  0  0  0  0  1  

 耐震性を 有する も の又は 

有し て い る と 推測さ れる も の（ f）  
1  0  0  0  0  1  

耐震性がな いも の又は 

な いと 推測さ れる も の（ g ）  
0  0  0  0  0  0  

 

多数の者が利用する 建築物総数（ a ）    8     

 

耐震性を 満たすも の（ b =d +f）  8     

耐震化率（ c=b /a ）  1 0 0 .0 %    

昭和5 7 年以降に建てら れたも の（ d ）  7      

昭和5 6 年以前に建てら れたも の（ e）  1      

 
 

耐震性を 有する も の又は 

有し ている と 推測さ れる も の（ f）  
1      

 
耐震性がないも の又は 

ないと 推測さ れるも の（ g ）  
0      

（表１－７）多数の者が利用する建築物における耐震化率の現状 

（単位：棟） 
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第１  建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する 目標 

 

３  住宅及び多数の者が利用する 建築物の目標の設定 

国の基本方針において、 住宅については令和1 7 年までに、 要緊急安全確認大規模建築

物については令和1 2 年までに、耐震性が不十分なも のを おおむね解消する こ と を 目標と

し ています。 基本方針や本村における 他の計画、 想定さ れる 地震の規模、 被害の状況及

び現状の耐震化率を 踏まえ、令和1 2 年までに耐震改修およ び既存木造住宅の除却を それ

ぞれ1 5 件行い、 令和1 2 年における 耐震化率の目標を 以下のと おり と し ます。  

 

 

 

 

( 1)  住宅（ 目標を 達成する ための耐震化の方向性）  

今後においても 、 住宅の老朽化等に伴う 建替えや除却（ 以下「 建替え等」 と いう 。） に

よ り 、 耐震性が不十分な住宅が減る と 予想さ れる ため、 住宅全体における 耐震化率は向

上し ま す。 目標である 7 5 ％を 達成する ためには、 耐震性が不十分な 住宅を 4 0 5 戸と す

る 必要があり 、 耐震改修を 促進し ていき ま す。  

ア 住宅については、 耐震化率の目標を 7 5 ％と し ます。  
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第２  建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を 図る ための施策 

 

 １  耐震診断及び耐震改修に係る 基本的な取組方針 

耐震化を 推進する ためには、 住宅や建築物の所有者が、 地域防災対策を 自ら の問題、 地

域の問題と し て意識し て取り 組むこ と が不可欠です。 村は、 こ う し た所有者の取組を でき

る 限り 支援する 観点から 、 所有者にと っ て耐震診断及び耐震改修を 行いやすい環境整備や

負担軽減のための制度の構築など の必要な施策を 講じ る も のと し ま す。  

 

( 1)  耐震化の推進のための役割分担（ 図２ －１ ）  

ア 住宅や建築物の所有者 

旧耐震基準で建築さ れた住宅の所有者が高齢化し ている 現在、コ スト の問題のほか、

後継者がいな い等の理由によ り 、 耐震診断や耐震改修は十分に進んでいない状況にあ

り ま す。 また、 村内においては大き な住宅が多く 、 耐震改修工事の負担感が大き い、

優先順位が低いと いっ た課題があり ます。 住宅・ 建築物の耐震化を 進める ためには、

所有者が、 住宅や建築物の耐震化、 防災対策を 自ら の問題又は地域の問題と し てと ら

え、 自助努力によ り 取り 組むこ と が必要不可欠で す。 リ フ ォ ーム融資、 高齢者向けリ

バースモーゲージ 型住宅ロ ーン 等の耐震改修に関する 融資制度やその利用にと も なう

利子補給制度、 耐震改修工事の減税制度の活用等も 考えら れます。    

また、 大規模地震によ り 被害を 受けた場合には、 住宅の修復や家財の購入など 生活

の再建に多額の費用が掛かり ま すが、 公的な支援や義援金だけでは十分と はいえない

ので、 地震保険・ 共済へ加入する こ と も 必要です。  

 

イ  建築関係団体等 

  建築団体やN POにあっ ては、 村民が自ら 耐震化を 行う 際、 専門家と し ての立場から

適切なアド バイ スを 行う と と も に、 行政と 連携を 図り 、 耐震化の推進を 技術的な側面

から サポート する こ と が必要で す。 特に、 住宅所有者の費用負担低減のために低コ ス

ト 工法を 活用する 設計者や施工者の育成、 地域課題に適し た設計を 行う 設計者の育成

が必要になり ま す。  

 

ウ 県・ 村（ 行政）  

県・ 村においては、 地域防災対策を 自ら の問題、 地域の問題と し て意識し て 取り 組

むよ う 所有者の防災意識の啓発を 図る と と も に、 その地域の実状に応じ た支援制度を

創設等し 、 所有者が耐震改修し やすい環境を 整備する こ と が必要です。 ま た、 所有者

にと っ て耐震診断や耐震改修を 行いやすい環境を 整え、 負担軽減のための支援策の構

築など 必要な施策を 連携し な がら 実施する も のと し ます。  

第２  建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を 図る ための施策 
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 国 

法や制度な ど の整備 

（ 補助制度）  
 

 
身近な 地方公共団体と し て   

住民を 支援 

  

耐震化の主役は住民 

自ら の生命・ 財産は自ら 守る  

住民・ 自治会等 

市町村 

自 助 支 援 

行 政 
 

住民及び市町村を 支援 県 

建築関係団体 
（ 建築設計団体・ 住宅供給公社等） 

Ｎ  Ｐ  Ｏ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  耐震診断及び耐震改修の促進を 図る ための支援策 

( 1)  住宅に関する 支援 

ア 補助事業等の実施（ 令和８ 年度現在）  

村においては、 住宅・ 建築物の耐震化を 促進する ため、 平成1 8 年度から 、 すまいの

安全「 と う かい」 防止対策事業（ 平成1 9 年度から 住宅・ 建築物耐震改修促進事業に改

称）（ 補助事業） を 実施し てき まし た。 村民が住宅の耐震化に関する 支援策を 受ける こ

と がで き る よ う 、 県と 連携し ながら 、 耐震診断及び耐震改修に対し 支援し ていき ます 

（ 表２ －１ ）。  

（表２－１）耐震診断、耐震改修事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

区 分 耐震診断 耐震改修 

対象建築物 
昭和5 6 年以前の住宅 

木造戸建 

助成内容 
村が実施する耐震診 
耐断士の派遣に要す 

る 経費に助成 

耐震改修工事に 
要する 経費に助成 

補助金額 8 .8 万円／戸 
工事費の８ 割 

（ 上限1 1 5 万円/戸）  

負担割合  
国  ： １ ／２  
県  ： １ ／４  
村    ： １ ／４  

国   ： １ ／２  
県  ： １ ／４  
村    ： １ ／４  

（図２－１） 耐震化の推進のための役割分担 
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イ  アク ショ ン プ ロ グラ ムの策定によ る 取組支援 

耐震化の必要性についての社会的意識の醸成及び更な る 促進のため、「 朝日村住宅耐

震化緊急促進ア ク ショ ン プロ グラ ム」（ 以下、「 アク シ ョ ン プロ グラ ム」 と いう 。） を 策

定し 、 耐震診断、 耐震改修を 実施し ていない所有者等を 対象と し た啓発に係る 取組を 強

化し ま す。  

 

ウ 安価な耐震改修工法等の普及 

住宅の耐震改修を 行いやすく する ためには、 費用負担低減のための低コ スト かつ簡

易な工法など が求めら れており 、 長野県では新たに開発さ れた耐震改修工法（ 耐震金

物） 等に関し 、「 長野県建築物構造専門委員会」 によ る 評価を 実施し ていますので 、 新

たな耐震補強器具（ 耐震金物） 等に関し ても 村民に周知し ながら 住宅の耐震化を 進め

ます（ 表２ －２ ）。  

（表２－２） 

長野県建築物構造専門委員会で 評価さ れ

た耐震改修工法等（ R７ .４ .１ 現在）  

（ 一財） 日本建築防災協会によ る 住宅等防災技術

評価を 受けて いる 工法 

愛知建築地震災害軽減シ ス テ ム研究協議会が独自

に評価し た部分開口など の構造用合板補強工法 

その他の耐震改修工法等    ３ 件 

 

 

( 2)  集会施設に関する 支援 

災害時に一次集合場所と なる 集会施設の耐震化に対し 支援し ていき ます（ 表２ －３ ）。 

（表２－３）集会施設の耐震化事業の概要（令和８年度現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 耐震改修 

対象建築物 昭和5 6 年以前の地区集会施設 

助成内容 耐震改修工事に要する 経費に助成 

補助金額 
工事費の８ 割 

（ 上限5 0 万円）  
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３  安心し て耐震改修を 行う こ と ができ る よ う にする ための環境整備 

近年、 リ フ ォ ーム工事契約に伴う 消費者被害が社会問題化し ており 、 所有者が安心し て

耐震改修を 実施する こ と ができ る 環境の整備が重要と なり ま す。 ま た、 改修に関わる 事業

者は、 住宅所有者の現在、 将来の住ま い方に対する 考え方に沿っ て、 生活に影響の少ない

改修箇所の検討、 安価な工法の採用、 工事期間の短縮などが図れる よ う 効果的な耐震化方

策を 提案する こ と が望まれ、 県と 連携を 図り 環境の整備を 図り ます。  

 

( 1)  所有者が耐震改修等を 行いやすい環境の整備 

住宅にあっ ては、 従来の啓発パン フ レ ッ ト の配布や広報紙の活用、 SN Sによ る 周知の

ほか、 所有者へのダイ レ ク ト メ ールや個別訪問等によ り 耐震化の必要性や支援制度の案

内を 行う こ と によ り 、 直接的に耐震化を 促す取組を 推進し ま す。  

また、 耐震改修の実例集、 耐震改修工法に関する 資料等によ り 、 住民に対し て情報提

供を 行いま す。  

 

  ( 2)  耐震改修等に関する 相談窓口の設置 

法を 所管する 行政庁の建築担当課に加え、全市町村に設けている「 耐震改修相談窓口」

において、 耐震改修等に関する 相談に引き 続き 対応し ていき ます。  

 

( 3)  専門家の育成 

ア 耐震診断士の養成 

住宅・ 建築物耐震改修促進事業の実施に際し 、 耐震診断等に関する 知識、 技術を 修

得する ための「 長野県木造住宅耐震診断士養成講習会」 等を 必要に応じ て実施し 、 受

講修了者を 名簿に登録し て耐震診断等の業務を 行っ ており 、 登録簿の閲覧や紹介など

を 行っ ていき ます。 ま た、 診断等で所有者と 接する 際には、 登録証を 提示する など、

所有者に安心を 与える こ と を 心がけて実施し ます（ 表２ －９ ）。  

（表２－４） 

 

 
 
 
 

４  地震時の建築物の総合的な安全対策に関する 事業の概要 

   建築物の耐震化のほか、 次の事項を 含めた総合的な安全対策を 推進し ま す。  

 

( 1)  ブ ロ ッ ク 塀等の転倒防止対策 

    地震時、 ブロ ッ ク 塀や擁壁が転倒する と その下敷き になり 死傷者が発生する 恐れがあ

り ます。 今後も 建築物防災週間等の機会を 通じ て 、 通学路等を 中心に危険個所の点検・

指導を 進めま す。 また、 朝日村ブロ ッ ク 塀等撤去事業において、 危険なブロ ッ ク 塀等の

撤去を 支援し ていき ます。（ 表２ －５ ）  

長野県木造住宅耐震診断士の登録数（ R ７ .３ .3 1 現在）  2 ,6 0 0 名 
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（表２－５）ブロック塀等撤去事業の概要（令和８年度現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 2)  昭和56年６ 月１ 日から 平成12年５ 月31日にま で建築さ れた住宅への対応 

    平成1 2 年以前に建築さ れた新耐震基準の在来軸組工法の木造住宅について、耐震性能

の検証が適切に行われる よ う 、 所有者等に対し て 周知し 、 その対策の実施を 促し ていき

ます。  

 

( 3)  非構造部材の耐震対策 

    近年の大地震や東北地方太平洋沖地震では、 体育館等において天井材の落下が見ら れ

まし た。 地震によ る 被害は、 柱や梁と いっ た建築物の構造体のみでなく 、 窓ガラ スや天

井、 外壁などの非構造部材の落下によ る 被害を 防止する 必要があり ま す。  

    今後も 定期報告制度などを 通じ て、 非構造部材の耐震対策について、 指導・ 助言を 進

めていき ます。  

 

( 4)  エレ ベータ ーの閉じ 込め防止対策等 

    平成1 7 年７ 月に発生し た千葉県北西部地震では、首都圏の多く のエレ ベータ ーが緊急

停止し 、 多く の方が中に閉じ 込めら れる 事例が発生し まし た。 また、 東北地方太平洋沖

地震においては、 エレ ベータ －の釣合おも り の脱落やレ ールの変形する 事例が多数発生

し ま し た。 通常時の維持管理体制のほか、 P波感知型地震時管制運転装置の設置、 釣合

おも り の脱落防止などの対策を 講じ る よ う 、 定期調査報告の機会を 捉えて、 指導・ 助言

を 行います。  

 

( 5)  その他建築設備の耐震対策 

    大地震時に建築物がその機能を 発揮する ためには、建築物が倒壊し ないだけではなく 、

建築設備の耐震対策も 重要です。 給湯設備の転倒防止対策や配管等の設備の落下対策な

ど、 建築設備の耐震対策を 周知・ 促進し ま す。  

 

区 分 ブ ロ ッ ク 塀等撤去 

対象塀等 
通学路沿道も し く は避難地に面し たブ ロ ッ ク 塀等のう ち 、点検等によ り 補助対象

（ 危険） と 判定さ れたも の 

助成内容 通学路沿道も し く は避難地に面し たブ ロ ッ ク 塀等の撤去に要する 経費に助成 

補助金額 
「 撤去費用」 又は「 延長×8 0 ,0 0 0 円」 のいずれか少な い額の２ ／３  

（ 上限1 0 万円）  

負担割合 
国： １ ／２  
村： １ ／２  
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( 6)  宅地の耐震対策 

宅地については、大規模な盛土造成地の地すべり や崩壊のおそれのある 区域を 特定し 、

住民に広く 情報提供する と と も に、 宅地の耐震対策を 周知・ 促進し ま す。  

 

５  地震発生時に通行を 確保すべき 道路 

建築物の倒壊によ り 緊急車両の通行や住民の避難の妨げになる おそれのある 道路と し て、

朝日村地域防災計画又は県計画に定めら れた道路を 緊急輸送道路と し 、 その沿道建築物の

耐震化を 促進し ま す。  

 

 ６  地震被害から のリ スク を 低減するための方策や日頃から の災害への備え 

最終的には住宅全体の改修を 想定し つつ、 当面の措置と し て 、 耐震基準に満たない水準

で補強する 段階的な耐震改修工事の支援や、 防災ベッ ド 、 耐震シェ ルタ ー、 感震ブレ ーカ

ー設置促進、 地震保険・ 共済への加入促進等を 実施し ま す。 また、 家具の固定や「 最低３

日間、 でき る 限り １ 週間分の物資備蓄」 など 、 事前の備えを 図り ま す。  
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県・ 建築団体と 連携し 、 耐震対策への意識啓発と 耐震化の必要性について理解を 深める

よ う 住宅・ 建築物の所有者への啓発の強化を 行う も のと し ま す。  

 

１  地震ハザード マッ プの作成及び公表 

所有者が耐震化を 自ら の問題又は地域の問題と し てと ら え、 住宅や建築物の耐震化又は

地域の耐震化に関する 取組に活用する こ と ができ る よ う 、 今後、 県又は村において地震に

関する ハザード マッ プを 作成し 、 ホームページ等で公表し ていく こ と と し ます。  

    

２  相談体制の整備及び情報提供の充実 

村において、 住宅等の所有者に対し 、 耐震診断及び耐震改修に関する 相談や耐震改修工

法・ 専門家の紹介等の情報提供を 行います。  

また、 チラ シの配布や広報紙、 パン フ レ ッ ト 、 ポスタ ー、 ホームページ、 Ｓ Ｎ Ｓ 、 新聞、

テレ ビ 等あら ゆる 広報媒体を 通じ 、 耐震化に関する 情報を 発信し ていき ま す。 特に令和６

年に発生し た能登半島地震は、 １ 月１ 日と 家族が集まる 時期での大規模な地震であっ たこ

と も あり 、 人々に大き な衝撃を 与えま し た。 その危機感を 持ち 続ける ためにも 、 機会を と

ら えた情報発信を 行います。 さ ら に、 住宅所有者への直接的な情報提供がよ り 有効である

こ と から 、 市町村が策定し たアク ショ ン プロ グラ ムに基づき 耐震診断未実施の所有者に対

する ダイ レ ク ト メ ール等によ る 啓発を 行う と と も に、 耐震診断を し た所有者に対し ては、

結果報告時等の機会を と ら え、 耐震改修の補助制度の案内と 併せて、 改修事業者リ スト の

提示、 改修費用の目安の提示等を 行う こ と を 推進し ます。  

 

３  パン フ レ ッ ト の作成及び配布並びにセミ ナー・ 講習会の開催 

耐震診断や耐震改修に対する 補助事業や改修事例等を 含めた各種パン フ レ ッ ト を 作成・

配布し 、 耐震化に関する 啓発を 改めて 行いま す。  

また、 県と 連携し 、 自治会等の求めに応じ て現地に出向き 、 耐震化の必要性や支援策な

どを 直接住民に対し 説明する など の出前講座を 行う と と も に、 住民に身近な地区公民館な

どでも 出張講座を 実施し ます（ 表３ －１ ）。  

（表３－１）これまでの出前講座の事例 

実施先 概   要 

学校、 自治会等 耐震化の必要性、 地震防災対策、 制度の説明等 

 

４  リ フ ォ ームにあわせた耐震改修の誘導 

   内外装の改修や水回り の更新、 省エネ改修、 バリ ア フ リ ー改修等の各種リ フ ォ ーム工事

や、 空き 家対策と 連携し た古民家リ ノ ベーショ ン 等によ る 空き 家の利活用時に併せて耐震

改修を 行う こ と は、 費用や施工面で効率的です。 そのよ う な改修提案を 行う こ と を 建築士
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等に促し 、 各種リ フ ォ ームに併せた耐震改修へと 誘導し ます。  

また、 民間事業者等の行う 住宅関連フ ェ アや市町村のリ フ ォ ーム工事への補助制度等と

も 併せて啓発を 行います。  

 

５  区・ 地区と の連携 

地域の人々が生活の場を 皆で守る と いう 考え方が重要です。  

地域において地震防災対策に取り 組むこ と は、 地震発生時の適切な対応に効果的である

ばかり でなく 、 平常時の防災訓練や地域における 危険箇所の改善等の点検活動等、 自主防

災活動が重要である こ と から 、 村において、 啓発や必要な支援を 行います。  

また、 旧耐震基準で建築さ れた住宅の所有者が高齢化し たこ と も 踏まえ、 福祉関係機関

と 連携し た普及啓発にも 努める も のと し ます。  

 

６  耐震改修促進税制等の周知 

   個人が一定の耐震改修工事を 行っ た場合、 改修工事を 完了し た年の所得税額が一定額控

除（ 耐震改修工事の標準的な費用から 市町村が交付し た補助金を 差し 引いた額の1 0 ％相当

額： 上限2 5 万円） でき 、 また、 工事が完了し た年の翌年度分の家屋にかかる 固定資産税が

減額（ 翌年度分の固定資産税が2 分の1 に減額： 床面積1 2 0 平方メ ート ルが適用上限） で

き る な ど 、 税制の特例措置が適用可能と なっ ていま す（ 令和７ 年９ 月現在）。 こ う し た税制

も 有効に活用し 、 耐震改修の促進につなげる ため、 制度の周知を 徹底し ます。 ま た、 耐震

改修を し た、 又はする 中古住宅の取得に伴う 税制特例も 多いこ と から 、 あわせて 周知を 行

います。  

 

７  各種認定制度によ る 耐震化の促進 

   平成2 5 年の法改正によ り 、建築物の耐震化を 円滑に進める ための促進策が講じ ら れまし

た。 こ れら の制度を 積極的に活用し て 、 耐震化を 促進し ます。  

 

 ( 1)  耐震改修工事に係る 容積率、 建蔽率の特例（ 法第17条）  

    耐震改修で やむを 得ず増築する も のについて、 耐震改修計画の認定を 受ける こ と によ

り 、 容積率や建蔽率の特例措置が認めら れま す。  

 

  ( 2)  建築物の地震に対する 安全性の認定・ 表示制度（ 法第22条）  

    耐震性が確保さ れて いる 旨の認定を 受けた建築物の所有者は、 その建築物や広告等に

認定を 受けた旨を 表示する こ と ができ ます。  

    こ の認定制度は建築物の所有者から の申請に基づく 任意のも のである ため、 表示がさ

れていないこ と を も っ て、 建築物が耐震性を 満たさ ないこ と と はなら ないこ と について

正し く 周知する と と も に、 公共建築物については表示制度を 積極的に活用し 、 制度の周

知を 図り ま す。  
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 ( 3)  区分所有建築物の議決要件の緩和（ 法第25条）  

    耐震性が確保さ れていない区分所有建築物の管理者等は、 当該区分所有建築物が耐震

改修を 行う 必要がある 旨の認定を 受ける こ と ができ ます。  

こ れによ り 、 区分所有法によ る 共用部分の変更決議要件が緩和さ れます。  
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１  法によ る 指導等の実施 

( 1)  診断義務付け対象建築物に対する 指導等の実施  

ア 診断義務付け対象建築物である 旨の周知 

  本計画によ り 要安全確認計画記載建築物を 定めた場合には、 その所有者に対し て、

耐震診断を 実施し 、 その結果を 所管行政庁へ報告する 義務のある 建築物（ 以下「 診断

義務付け対象建築物」 と いう 。） と なっ ている 旨について、 文書の送付によ る 通知等に

よ り 十分な周知を 行う と と も に、 その確実な実施を 図り ます。  

  

イ  期限ま でに耐震診断の結果を 報告し ない場合の指導等 

  診断義務付け対象建築物について、 期限まで に耐震診断の結果を 報告し ない所有者

に対し ては、個別に文書の送付によ る 通知等を 行い、耐震診断結果の報告を 促し ま す。

それでも なお報告し ない場合は、 所有者へ相当の期限を 定めて耐震診断結果の報告を

行う べき こ と を 命ずる と と も に、 その旨を 公報やホームページ等へ掲示する こ と によ

り 公表し ま す。  

 

ウ 耐震診断結果の公表 

  報告さ れた耐震診断の結果の公表については、 対象用途ごと に取り ま と めた上で、

ホームページ等によ り 行う と と も に、 公表時期については耐震改修の実施の検討に要

する 期間を 考慮し て行います。  

  ま た、 公表後に耐震改修等によ り 耐震性が確保さ れた建築物については、 公表内容

にその旨を 付記する などし て、 迅速に耐震改修等に取り 組んだ所有者に配慮する こ と

と し ま す。  

 

エ 耐震改修の指導及び助言並びに指示等 

  報告さ れた耐震診断の結果を 踏ま え、 改修に関する 説明又は文書の送付によ り 必要

な指導・ 助言を 行いま す。 指導に従わない場合は、 耐震改修に関し て実施すべき 事項

を 具体的に記載し た指示書を 交付する などによ り 指示を 行います。 また、 正当な理由

がなく 、 指示に従わない場合は、 その旨を 公報やホームページ等へ掲示する こ と によ

り 公表し ま す。（ 法第1 2 条）  

  

第４  建築基準法によ る 勧告又は命令等についての所管行政庁と の連携 



 

 - 28 -

第４  建築基準法によ る 勧告又は命令等についての所管行政庁と の連携 

 
 

( 2)  耐震診断義務付け対象建築物以外の建築物に対する 指導等の実施 

所管行政庁は、 すべての特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し て、 ま た、 その他

の建築物（ 一定の既存耐震不適格建築物） の所有者に対し ては必要に応じ て、 法に基づ

く 指導及び助言を 行う も のと し ます（ 表４ －１ ）。  

ア  指導及び助言は、耐震化の必要性や改修に関する 説明又は文書の送付によ り 行います。 

イ   指示は、 耐震診断及び耐震改修に関し て実施すべき 事項を 具体的に記載し た指示書  

を 交付する など によ り 行いま す。  

ウ  公表は、 公報やホームページ 等へ掲示する こ と によ り 行いま す。  

 （表４－１） 

区 分 努力義務 指導及び助言 指   示 公   表 

法 

特定既存耐震不適格建築物 
（ 法第1 4 条、法1 5 条第１ 項） 

特定既存耐震不適格建築物 
（ 法1 5 条第２ 項）  

指示を 受けた 所有者が正当な
理由がな く 、 その指示に従わ
な かっ た場合 

一定の既存耐震不適格建築物 
（ 法第1 6 条第１ 項、 第２ 項）  

－ － 

 

２  建築基準法によ る 勧告又は命令等の実施 

(1 ) 法第1 2 条第３ 項又は法第1 5 条第３ 項に基づき 公表を 行っ たにも かかわら ず、 所有者

が耐震改修を 行わない場合には、 構造耐力上主要な部分の地震に対する 安全性について、

著し く 保安上危険である と 認めら れる 建築物については、建築基準法第1 0 条第３ 項によ

る 命令を 行いま す。  

(2 ) 損傷、 腐食、 その他の劣化が進み、 そのま ま 放置すれば著し く 保安上危険である と 認

めら れる 建築物については、建築基準法第1 0 条第１ 項に基づく 勧告や同条第２ 項の規定

に基づく 命令を 行います。  
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第５  その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し 必要な事項 

 

 

１  関係団体によ る 協議会の設置、 協議会によ る 事業の概要 

本計画を 実施する にあたり 、建築関係団体によ る 長野県木造住宅耐震診断推進協議会や事

業者団体等と も 連携を 図り ながら 、 耐震化の的確な実施を 推進し ま す。  

 

 ２  その他 

本計画は、 目標値の達成状況等について、 適宜、 評価・ 検証を 行う ほか、 計画終了年次に

事後評価を 行う こ と と し ます。  

第５  その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し 必要な事項 
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別表１ （ 多数の者が利用する 一定規模以上の建築物）  

用    途 
規  模 

（ 指導・ 助言対象）  
参  考 

（ 指示対象）  

  幼稚園、 保育所 階数２ 以上かつ 5 0 0 ㎡以上 階数２ 以上かつ 7 5 0 ㎡以上 

  
小学校、 中学校、 中等教育学校の前期課程 

若し く は特別支援学校 
階数２ 以上かつ 1 ,0 0 0 ㎡以上 階数２ 以上かつ 1 ,5 0 0 ㎡以上 

  学校（ 上記学校を 除く 。）  階数３ 以上かつ 1 ,0 0 0 ㎡以上   

 
老人ホーム、 老人短期入所施設、  

福祉ホームその他こ れら に類する も の 
階数２ 以上かつ 1 ,0 0 0 ㎡以上 階数２ 以上かつ 2 ,0 0 0 ㎡以上 

 
老人福祉セン タ ー、 児童厚生施設、 身体障害 

者福祉セン タ ーその他こ れら に類する も の 

  体育館（ 一般公共の用に供さ れる も の）  階数１ 以上かつ 1 ,0 0 0 ㎡以上 階数１ 以上かつ 2 ,0 0 0 ㎡以上 

 病院、 診療所 

階数３ 以上かつ 1 ,0 0 0 ㎡以上 

階数３ 以上かつ 2 ,0 0 0 ㎡以上 

 
ボーリ ン グ場、 スケート 場、 水泳場 

その他こ れら に類する 運動施設 

 劇場、 観覧場、 映画館又は演芸場 

 集会場、 公会堂 

 展示場 

 卸売市場   

 
百貨店、 マーケッ ト その他の物品販売業 

を 営む店舗 階数３ 以上かつ 2 ,0 0 0 ㎡以上 

 ホテル又は旅館 

 
賃貸住宅（ 共同住宅に限る 。）、 寄宿舎 

又は下宿 
  

 事務所   

 博物館、 美術館又は図書館 

階数３ 以上かつ 2 ,0 0 0 ㎡以上 

 遊技場 

 公衆浴場 

 
飲食店、 キャ バレ ー、 料理店、 ナイ ト ク ラ ブ、

ダン スホールその他こ れら に類する も の 

 
理髪店、 質屋、 貸衣装屋、 銀行その他 

こ れら に類する サービ ス業を 営む店舗 

 工場   

 

車両の停車場又は船舶若し く は航空機 

の発着場を 構成する 建築物で旅客の 

乗降又は待合いの用に供する も の 

階数３ 以上かつ 2 ,0 0 0 ㎡以上 
 

自動車車庫その他の自動車又は自転車 

の停留又は駐車のための施設 

 
保健所、 税務署その他こ れら に類する  

公益上必要な建築物 
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別表２ （ 要緊急安全確認大規模建築物）  

※耐震診断義務付け対象建築物（ 旧耐震基準で建築）  

用    途 規    模 

 
小学校、 中学校、 中等教育学校の前期課程 

若し く は特別支援学校 

階数２ 以上かつ 3 ,0 0 0 ㎡以上 

※屋内運動場の面積を 含む。  

 体育館（ 一般公共の用に供さ れるも の）  階数１ 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

 
ボーリ ン グ場、 スケート 場、 水泳場 

その他こ れら に類する 運動施設 

階数３ 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

 病院、 診療所 

 劇場、 観覧場、 映画館又は演芸場 

 集会場、 公会堂 

 展示場 

 
百貨店、 マーケッ ト その他の物品販売業 

を 営む店舗 
階数３ 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

 ホテル又は旅館 

 
老人ホーム、 老人短期入所施設、  

福祉ホームその他こ れら に類するも の 

階数２ 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

 
老人福祉セン タ ー、 児童厚生施設、 身体障害 

者福祉セン タ ーその他こ れら に類する も の 

 幼稚園、 保育所 階数２ 以上かつ 1 ,5 0 0 ㎡以上 

 博物館、 美術館又は図書館 

階数３ 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上 

 遊技場 

 公衆浴場 

 
飲食店、 キャ バレ ー、 料理店、 ナイ ト ク ラ ブ 、 ダン スホー

ルその他こ れら に類する も の 

 
理髪店、 質屋、 貸衣装屋、 銀行その他 

こ れら に類する サービ ス業を 営む店舗 

 
車両の停車場又は船舶若し く は航空機の発着場を 構成す

る 建築物で旅客の乗降又は待合いの用に供する も の 

階数３ 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上  
自動車車庫その他の自動車又は自転車 

の停留又は駐車のための施設 

 
保健所、 税務署その他こ れら に類する  

公益上必要な建築物 

 
危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する 

建築物 

階数１ 以上かつ 5 ,0 0 0 ㎡以上で 

敷地境界線から 一定距離以内に存する 建築物 

 

 

 


